
令和４年度 北海道の人事行政運営状況
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北海道の人事行政の運営状況について

１ 任用

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在 単位：人）

区分 職 員 数 対前年
主 な 増 減 理 由

部門 令和３年 令和４年 増減数

一 議 会 65 66 1 議会 DXの推進に伴う体制整備
総務企画 2,211 2,196 ▲ 15 東京オリンピック終了に伴う体制縮小 等

般 税 務 723 726 3 軽自動車税環境性能割の導入に伴う体制整備 等

民 生 1,218 1,215 ▲ 3 業務執行体制の見直し 等

行 衛 生 1,890 1,938 48 感染症対策に係る体制整備 等

労 働 343 336 ▲ 7 業務執行体制の見直し 等

政 農林水産 3,672 3,636 ▲ 36 全国育樹祭終了に伴う体制縮小 等

商 工 467 471 4 感染症対策に係る体制整備 等

部 土 木 2,230 2,187 ▲ 43 災害復旧事業終了に伴う体制縮小 等

門 小 計 12,819 12,771 ▲ 48
(528) (481) (▲ 47)

特部 教 育 37,520 37,045 ▲ 475 学級数の減に伴う教員の減少 等

別門 警 察 11,999 11,911 ▲ 88 欠員不補充

行

政 小 計 49,519 48,956 ▲ 563
(548) (498) (▲ 50)

公会 病 院 791 790 ▲ 1 業務執行体制の見直し

営計 そ の 他 117 118 1 欠員補充

企部

業門 小 計 908 908 0
等 (21) (21) (0)

合 計 63,246 62,635 ▲ 611
(1,097) (1,000) （▲ 97)

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時又

は非常勤職員を除いています。

２ （ ）内は、再任用短時間勤務職員及びフルタイム会計年度任用職員であり、外書きです。

(2) 職員の採用及び退職等の状況（令和４年度）

【知事部局等】 （単位：人）

区 分 離 職

採 用 退 職 免 職
合 計

職 種 定年 勧奨 死亡 自己都合･その他 分限 懲戒 失職

一般行政職 589 314 44 10 212 0 1 0 581
医 療 職 114 43 11 2 90 0 0 0 146
技能労務職 0 0 0 0 0 0 0 0 0
教 育 職 0 0 0 0 0 0 0 0 0
合 計 703 357 55 12 302 0 1 0 727
（構成比） (49.1) (7.6) (1.7) (41.5) (0.0) (0.1) (0.0)
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【教育委員会】

区 分 離 職

採 用 退 職 免 職
合 計

職 種 定年 勧奨 死亡 自己都合･その他 分限 懲戒 失職

一般行政職 143 79 12 2 84 0 0 0 177
医 療 職 0 3 1 0 3 0 0 0 7
技能労務職 0 6 0 1 0 0 0 0 7
教 育 職 729 957 175 23 802 0 5 1 1,963
合 計 872 1,045 188 26 889 0 5 1 2,154
（構成比） (48.5) (8.7) (1.2) (41.3) (0.0) (0.2) (0.1)

【警察本部】

区 分 離 職

採 用 退 職 免 職
合 計

職 種 定年 勧奨 死亡 自己都合･その他 分限 懲戒 失職

一般行政職 30 17 6 2 29 0 0 0 54
医 療 職 2 1 0 0 4 0 0 0 5
技能労務職 0 0 0 0 0 0 0 0 0
警 察 職 419 155 35 8 335 0 1 0 534
合 計 451 173 41 10 368 0 1 0 593
（構成比） (29.2) (6.9) (1.7) (62.0) (0.0) (0.2) (0.0)

(注）１ 「一般行政職」欄には、他に区分されない職種を含めています。

２ 知事部局等に、教育委員会、道警本部以外の各種委員会分を含めています。

３ 再任用職員を含みません。

(3) 障害者の雇用状況 （各年６月１日現在）

区 分
令和３年度 令和４年度

①対象職員数 ②障害者数 ③実雇用率 ④不足数 ⑤法定雇用率 ①対象職員数 ②障害者数 ③実雇用率 ④不足数 ⑤法定雇用率

知事部局 12,927.5人 355人 2.75％ 0人 2.6％ 12,950人 358.5人 2.77％ 0人 2.6％

企業局 105人 2人 1.90％ 0人 2.6％ 106人 2人 1.89％ 0人 2.6％

道立病院局 461.5人 10人 2.17％ 1人 2.6％ 462人 18人 3.90％ 0人 2.6％

道議会事務局 83人 2人 2.41％ 0人 2.6％ 84人 2人 2.38％ 0人 2.6％

監査委員事務局 50.5人 2人 3.96％ 0人 2.6％ 50人 2人 4.00％ 0人 2.6％

警察本部 1,443人 41人 2.84％ 0人 2.6％ 1,419.5人 41.5人 2.92％ 0人 2.6％

教育委員会 30,686人 714.5人 2.33％ 52.5人 2.5％ 30,436.5人 734人 2.41％ 26人 2.5％

（注）１ ①欄の「対象職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数を除いた法定雇用障害者数の算定の基礎とな

る職員数です。

２ ②欄の「障害者数」とは、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の計であり、短時間勤務職員（週所定労働時間20時間

以上30時間未満）以外の重度身体障害者及び重度知的障害者については法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカ

ウントを行い、短時間勤務職員については法律上、１人を0.5 人に相当するものとして0.5 カウントしています。

３ ④欄の「不足数」とは、①欄の「対象職員数」に法定雇用率を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）から②欄の「障害

者の数」を減じて得た数であり、④欄の「不足数」が０となることをもって法定雇用率達成となります。

したがって、③欄の「実雇用率」が法定雇用率を下回っていても、不足数が０となることがあり、この場合は法定雇用率

達成となります。
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２ 人事評価

地方公務員法に基づき、各任命権者において、人事評価（任用、給与、分限その他の人事管理の基礎とするために、

職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を把握した上で行われる勤務成績の評価）を実施して

おりますが、代表として知事部局の概要を掲載します。

(1) 対象職員（被評価者）

人事評価は次に掲げる職員以外の一般職の職員を対象に実施しました。

①非常勤職員（会計年度任用職員を除く）

②他の団体等への派遣職員等人事評価の実施が困難である職員

(2) 実施方法

能力評価及び業績評価を「人事評価記録書」を用いて行いました。

人
能力評価 評価項目ごとに定める着眼点に基づき、職務遂行の過程において発揮された職員の能力を評

事
価（評価期間：１０月１日～翌年９月３０日）

評

価
業績評価 職員があらかじめ設定した業務目標の達成度その他設定目標以外の取組により、その業務上

の業績を評価（評価期間：４月１日～９月３０日、１０月１日～翌年３月３１日）

※会計年度任用職員の能力評価及び業績評価の各評価期間は、その任用期間。

なお、能力評価は評価項目ごとに、業績評価は業務目標ごとに、それぞれａから eまでの５段階で個別に評価した
うえで、能力評価又は業績評価の結果をＡからＥまでの５段階で総括的に評価しました。

(3) 評価者

別表のとおり対象職員の直近上位の管理職員を１次評価者とし、その上位の管理職員を２次評価者として行いまし

た（会計年度任用職員については、直近上位の管理職による評価のみ実施）。

(4) 研修の実施

新任課長補佐級職員に対して、評価能力向上のための「人事評価者研修」を実施しました。

(5) 評価結果の開示等

人事評価の結果は原則として、被評価者に開示を行うとともに、評価の根拠となる事実に基づき指導及び助言を行

うものとしました。

(6) 評価結果の活用

人事評価の結果は、勤勉手当の成績区分及び昇給区分の判定、昇任、分限処分の契機として活用しました。

（ 別 表 ）

被 評 価 者 １ 次 評 価 者 ２ 次 評 価 者

本庁部長、（総合）振興局長 副知事 ―

本庁部次長等 部長 副知事

本庁課長等 部次長等 部長

本庁課長補佐、主任技師等 課長等 部次長等

（総合）振興局副局長等 （総合）振興局長 副知事

（総合）振興局部長等 （総合）振興局副局長 （総合）振興局長

（総合）振興局課長等 （総合）振興局部長 （総合）振興局副局長

出先機関の長等（特に困難な出先の長級以上） 所管部長等 副知事

出先機関の次長、部長、副所長等（本庁課室長級以上） 出先機関の長又は部次長 所管部長等

出先機関の課長、出張所長等（総括普及指導員級以下） 出先機関の次長、部長、副所長等 出先機関の長又は部次長

本庁の職員（上記以外） 本庁課長補佐等 本庁課長等

（総合）振興局の職員（上記以外） （総合）振興局課長等 （総合）振興局部長等

出先機関の職員（上記以外） 出先機関の管理職員 出先機関の長等
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３ 給与

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

区 分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実質収支 人件費 人件費率 （参考）
Ａ Ｂ （Ｂ／Ａ） ２年度の人件費率

３年度 R4.1.1 千円 千円 千円 ％ ％
5,148,060 人 3,067,517,778 32,972,112 550,727,886 18.0 18.0

(2) 職員給与費の状況（普通会計予算）

区 分 職員数 給 与 費 一人当たり給与費

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ Ｂ／Ａ

４年度 千円 千円 千円 千円 千円
61,242人 255,537,044 57,726,127 102,155,452 415,418,623 6,783
（964人） （1,669,241） （140,835） （341,587） （2,151,663） （2,232）

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。

２ 給与費は補正後の予算に計上された額です。

３ （ ）内は、再任用短時間勤務職員で、外書きです。

(3) 職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（令和４年４月１日現在）

北 海 道 国
区 分

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均俸給月額 平均給与月額 平均年齢

一般行政職 318,062 円 361,837円 42.8歳 323,711 円 405,049円 42.7歳
教育職（中・小） 370,914円 401,636円 44.5歳
教育職（高 校） 380,062円 411,791円 46.2歳
警 察 職 319,511円 364,958円 38.1歳 320,437円 379,615円 41.4歳

（注）１ 平均給与月額は、給料の月額、扶養手当、管理職手当、地域手当、初任給調整手当、住居手当、単身赴任手

当（基礎額）、特地勤務手当、へき地手当、寒冷地手当（年額の 1/12）の合計額です。
２ 教育職（中・小）及び教育職（高校）については、国に対応する給料表がありません。

(4) ラスパイレス指数の状況（令和４年４月１日）

北海道職員の一般行政職の給与水準は、国家公務員を 100としたラスパイレス指数でみると、都道府県の平均 99.8
に対して 99.1となっています。

(5) 職員の初任給の状況（令和４年４月１日）

北海道 国
区 分

決 定 初 任 給 決 定 初 任 給

一般行政職 大学卒 182,200円 182,200円
高校卒 150,600円 150,600円

教 育 職 大学卒 204,000円
（中・小）

高校卒 160,000円
教 育 職 大学卒 204,000円
（高 校）

高校卒 160,000円
警 察 職 大学卒 203,800円 211,400円

高校卒 173,400円 173,400円
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(6) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和４年４月１日現在）

区 分 経験年数 10年 経験年数 15年 経験年数 20年
一般行政職 大学卒 263,263円 300,361円 354,605円

高校卒 223,865円 262,385円 312,874円
教育職（中・小） 大学卒 311,137円 357,843円 391,961円
教育職（高 校） 大学卒 310,044円 357,885円 393,896円
警 察 職 大学卒 281,451円 330,301円 383,562円

高校卒 256,872円 294,326円 342,349円

（注） 経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合における採用後の年数をいうものです。

(7) 一般行政職の級別職員数の状況（令和４年４月１日現在）

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標 準 的 な 主事 主事 主任 本庁の係長 本庁の課長 本庁の課長
職 務 内 容 技師 技師 (総合)振興 補佐 補佐

局の係長 (総合)振興 (総合)振興
局の課長 局
(総合)振興 の課長
局の出張所長

職 員 数 2,137人 1,608人 1,854人 5,528人 682人 1,735人

構 成 比 14.9％ 11.2％ 12.9％ 38.5％ 4.8 ％ 12.1％

１ 年 前 の 14.8％ 10.9％ 12.0 ％ 39.9％ 5.1％ 11.7％
参 構 成 比

考 ５ 年 前 の 12.0％ 7.2％ 9.8％ 47.1％ 8.0％ 10.4％
構 成 比

区 分 ７級 ８級 ９級 10級 計

標 準 的 な 本庁の課長 本庁の局長 本庁の部次長 本庁の部長
職 務 内 容 (総合)振興局 (総合)振興局

の部長 長
(総合)振興局
の室(次)長

職 員 数 441人 256人 102人 13人 14,356人

構 成 比 3.1％ 1.8％ 0.7％ 0.1％ 100％

１ 年 前 の 3.0％ 1.7％ 0.7％ 0.1％ 100％
参 構 成 比

考 ５ 年 前 の 2.9％ 1.5％ 1.0％ 0.1％ 100％
構 成 比

（注）１ 北海道職員給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

(8) 昇給の状況（令和４年１月１日～）

昇給は、勤務実績に基づき昇給区分を決定している。

区分 極めて良好 特に良好 良好 やや良好でない 良好でない

本庁課長級以上 高齢層職員 ２号俸 １号俸 昇給しない

上記以外 ８号俸 ６号俸 ３号俸 ２号俸 昇給しない

一般職員 高齢層職員 ２号俸 １号俸 昇給しない

上記以外 ８号俸 ６号俸 ４号俸 ２号俸 昇給しない

※高齢層職員とは、４月１日現在で５５歳を超えて在職する職員をいう。
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(9) 職員手当の状況

区 分 北 海 道 国

（４年度支給割合） （４年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

一般職員 特定幹部 一般職員 特定幹部 一般職員 特定幹部 一般職員 特定幹部

６月期 1.2 月分 1.0 月分 1.0 月分 1.2 月分 ６月期 1.2 月分 1.0 月分 0.95 月分 1.15 月分

期末手当 (0.675)月分 (0.575)月分 (0.475)月分 (0.575)月分 (0.675)月分 (0.575)月分 (0.45)月分 (0.55)月分
12月期 1.2 月分 1.0 月分 1.0 月分 1.2 月分 12月期 1.2 月分 1.0 月分 1.05 月分 1.25 月分

勤勉手当 (0.675)月分 (0.575)月分 (0.475)月分 (0.575)月分 (0.675)月分 (0.575)月分 (0.50)月分 (0.6)月分
計 2.4 月分 2.0 月分 2.0 月分 2.4 月分 計 2.4 月分 2.0 月分 2.0 月分 2.4 月分

(1.35)月分 (1.15)月分 (0.95)月分 (1.15)月分 (1.35)月分 (1.15)月分 (0.95)月分 (1.15)月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職段階別加算 5～ 20% 役職段階別加算 5～ 20%
管理職加算 10～ 25% 管理職加算 10～ 25%

（４年４月１日現在） （４年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続 20年 19.6695月分 24.586875月分 勤続 20年 19.6695月分 24.586875月分
勤続 25年 28.0395月分 33.27075 月分 勤続 25年 28.0395月分 33.27075 月分

勤続 35年 39.7575月分 47.709 月分 勤続 35年 39.7575月分 47.709 月分

退職手当 最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 最高限度額 47.709 月分 47.709 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職(2～ 30%加算) 定年前早期退職(2～ 45%加算)

退職時特別昇給 退職時特別昇給

なし なし

（注） 期末手当、勤勉手当の項中の（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。

.

支給対象地域 東京都特別区 大阪府大阪市 愛知県刈谷市 愛知県名古屋市 札幌市 医 師

地域手当

支 給 率 20％ 16％ 16％ 15％ 3％ 16％
令和４年

４月１日 支給対象職員数 46人 2人 1人 2人 13,661人 75人
現在

国の制度(支給率) 20％ 16％ 16％ 15％ 3％ 16％

区 分 全 職 種

特殊勤務 職員全体に占める手当支給職員の割合 38.9％
手 当

支給職員１人当たり平均支給月額 11,200 円
令和４年

４月実績 手当の種類（手当数） 46種類

医学研究調査手当、税務手当、職業訓練手当、

代表的な手当の名称 社会福祉業務手当、教員特殊業務手当

教育業務連絡指導手当、作業手当、夜間特殊業務手当
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支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 決 算 ） 8,556,827 千円

時 間 外
職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） 473 千円

勤務手当
支 給 実 績 （ 令 和 ２ 年 度 決 算 ） 7,994,818 千円

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 442 千円

（令和４年４月１日現在）

区 分 内容及び支給単価 国の制度との異同 国の制度と異なる内容

扶養手当 扶養親族のある職員に支給。 同

（月額：配偶者・扶養親族 3,500円～ 6,500円、
子 10,000円～ 15,000円）

住居手当 借家等に居住する職員又は単身赴任している職 異 支給対象者の自己負担額

員の配偶者等が借家等に居住している場合に支 【道】月額 13,000円を超える者
給。 【国】月額 16,000円を超える者
（月額 28,000円以内）

通勤手当 通勤のために交通機関を利用、又は交通用具を 異 交通用具使用者に係る通勤手当額

使用している職員に支給。 について、5km 以上 10km 未満の

（交通機関：月額 55,000円以内 区分

交通用具：月額 31,600円以内） 【道】4,600円 【国】4,200円
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４ 勤務時間その他の勤務条件

(1) 勤務時間の状況（令和４年４月１日現在）

① １日の勤務時間

一般の職員 教育職員 警察職員

７時間４５分 ７時間４５分 ７時間４５分

② 職員の一般的な勤務時間

開始時間 終了時間 休憩時間

８時４５分 １７時３０分 １２時００分 ～ １３時００分

(2) 職員の年次有給休暇の使用状況（令和４年１月１日～令和４年１２月３１日）

【知 事 部 局】 総使用日数(ａ) 全対象職員数(ｂ) 平均使用日数(ａ)/(ｂ)

156,765日 11,637人 13.5日

【教育委員会】 総使用日数(ａ) 全対象職員数(ｂ) 平均使用日数(ａ)/(ｂ)

198,537日 13,250 人 15.0日

【警 察 本 部】 総使用日数(ａ) 全対象職員数(ｂ) 平均使用日数(ａ)/(ｂ)

178,129日 10,802人 16.5日

（注） 全対象職員数とは、令和４年１月１日から令和４年 12 月 31 日までの全期間に在職した一般職員（教育委
員会においては、市町村立学校等に勤務する道費負担の職員を除く）に限り、当該期間の中途に採用された

者及び退職した者並びに当該期間中に育児休業、休職の事由がある職員並びに派遣職員を除くものとし、そ

れらの職員を除いた職員の使用した年次有給休暇の合計数を総使用日数としています。

(3) 特別休暇等の状況 （令和４年４月１日現在）

種 類 付与日数

１ 公民権行使休暇 必要と認められる期間

２ 官公署出頭休暇 必要と認められる期間

３ 骨髄移植等休暇 必要と認められる期間

４ ボランティア休暇 ５日以内

５ 結婚休暇 ５日以内

６ 妊娠障害休暇 １４日以内

７ 産前休暇 産前８週間から必要期間

８ 産後休暇 産後８週間

９ 育児休暇 １日２回合わせて２時間
以内

10 生理休暇 １回につき３日以内

11 配偶者出産休暇 ３日以内

12 育児参加休暇 ５日以内

13 子の看護休暇 ５日以内（子が２人の場合

は１０日以内、３人以上の

場合は１５日以内）

14 短期介護休暇 ５日以内（要介護者が２人

以上の場合は１０日以内）

15 忌引休暇 １～７日以内

16 法要祭日休暇 １日以内

17 夏季休暇 ７～９月で３日以内

18 リフレッシュ休暇 勤続３０年 ３日以内
勤続２０年 ２日以内

19 住居滅失休暇 ７日以内

20 災害事故休暇 必要と認められる期間

21 災害時退勤休暇 必要と認められる期間
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(4) 介護休暇の取得状況（令和４年度中） （単位：人）

要 介 護 者 数（職員との続柄別）
介護休暇
取得者数 配偶者 父 母 子 配偶者 祖父母 兄 弟 孫 その他

の父母 姉 妹

男性職員 １８ ５ ４ ５ ２ １ １ ０ ０

女性職員 ３３ ２ １７ １２ １ １ ０ ０ ０

計 ５１ ７ ２１ １７ ３ ２ １ ０ ０

休暇の取得形式

計 全日型中心 時間型中心 その他

男性職員 １８ １６ ２ ０

女性職員 ３３ ３０ ３ ０

計 ５１ ４６ ５ ０

承 認 期 間

計 １月以下 １月超え ２月超え ３月超え ４月超え ５月超え
２月以下 ３月以下 ４月以下 ５月以下

男性職員 １８ ９ １ ０ ３ １ ４

女性職員 ３３ ９ ３ ３ ２ ４ １２

計 ５１ １８ ４ ３ ５ ５ １６
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５ 休業

(1) 育児休業等の利用状況（令和４年度）

① 育児休業及び育児のための部分休業並びに育児短時間勤務の取得者数 （単位：人）

令和４年度中に新たに育児休業等が取得可能となっ
育児休業 部分休業 育児 た職員

短時間勤務 （育児休業等 うち育児休 うち部分休 うち育児
取得者数 取得者数 取得者数 対象者数） 業取得者数 業取得者数 短時間勤務

取得者数

男性職員 ３５５ ５ ３
１，０２９ ２８８ ２ １

１３ ６ ０

女性職員 ５６４ ６８ １０
５６８ ５４７ １０ １

８２５ １３９ ２１

計 ９１９ ７３ １３
１，５９７ ８３５ １２ ２

８３８ １４５ ２１

（注）１ 「育児休業取得者数」、「部分休業取得者」、「育児短時間勤務取得者数」欄の上段には令和４年度に新たに育児休業（部

分休業又は育児短時間勤務）を取得した者、下段には育児休業（部分休業又は育児短時間勤務）の期間が令和３年度以

前から令和４年度にかけて引き続いている者の数です。

２ 「育児休業取得者数」、「部分休業取得者」、「育児短時間勤務」欄の上段の令和４年度に新たに育児休業（部分休業又

は育児短時間勤務）を取得した者の数には「令和４年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員で育児休業（部分

休業又は育児短時間勤務）を取得した者」と「令和３年度以前に育児休業（部分休業又は育児短時間勤務）が取得可能

となったが、令和４年度に新規に育児休業（部分休業又は育児短時間勤務）を取得した者」の両方が含まれますので、「令

和４年度中に新たに育児休業等が取得可能となった職員」の「うち育児休業取得者数」、「うち部分休業取得者数」、「う

ち育児短時間勤務取得者数」の各々と必ずしも一致するわけではありません。また下回ることもありません。

② 育児休業及び部分休業並びに育児短時間勤務の承認期間（令和４年度中に新たに育児休業（部分休業又は育児

短時間勤務）を取得した職員について）

(ｱ)育児休業承認期間 （単位：人）

育 児 休 業 承 認 期 間

６月以下 ６月超え １年超え１ １年６月超 ２年超え２ ２年６月超 合 計
１年以下 年６月以下 え２年以下 年６月以下 え

男性職員 ３２７ ２２ ３ ３ ０ ０ ３５５

女性職員 ２１ １１１ １０２ ８３ ５８ １８９ ５６４

計 ３４８ １３３ １０５ ８６ ５８ １８９ ９１９

(ｲ)部分休業承認期間

部 分 休 業 承 認 期 間

１年以下 １年超え ２年超え ３年超え ４年超え ５年超え 合 計
２年以下 ３年以下 ４年以下 ５年以下

男性職員 ５ ０ ０ ０ ０ ０ ５

女性職員 ５７ ３ ４ １ ３ ０ ６８

計 ６２ ３ ４ １ ３ ０ ７３

１日の部分休業取得期間（平均）

30分以下 30分超え 60分超え 90分超え 合 計
60分以下 90分以下

男性職員 ０ ２ ２ １ ５

女性職員 ９ １４ １７ ２８ ６８

計 ９ １６ １９ ２９ ７３

(ｳ)育児短時間勤務承認期間

育 児 短 時 間 勤 務 承 認 期 間

３月以下 ３月超え ６月超え ９月超え 合 計
６月以下 ９月以下

男性職員 １ ０ １ １ ３

女性職員 １ １ ２ ６ １０

計 ２ １ ３ ７ １３
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(2) 自己啓発等休業の利用状況（令和４年度）

① 自己啓発等休業の取得者数 （単位：人）

自己啓発等休業 大学等 国際貢献

取得者数 課程の履修 活動

男性職員 １ １ ０

０ ０ ０

女性職員 ３ １ ２

０ ０ ０

計 ４ ２ ２

０ ０ ０

（注）１ 「自己啓発等休業取得者数」、「大学等課程の履修」及び「国際貢献活動」欄の上段には令和４年度中に新たに自己啓

発等休業を取得した者、下段には自己啓発休業の期間が令和３年度以前から令和４年度にかけて引き続いている者の数

です。

② 自己啓発等休業の承認期間（令和４年度中に新たに自己啓発等休業を取得した職員について）

（単位：人）

自己啓発等休業承認期間

１年以下 １年超え ２年超え 合 計

２年以下 ３年以下

男性職員 １ ０ ０ ０

女性職員 １ ２ ０ ０

計 ２ ２ ０ ０

(3) 配偶者同行休業の利用状況（令和４年度）

① 配偶者同行休業の取得者数 （単位：人）

配偶者同行休業の対象となる配偶者が外国に滞在する理由

配偶者同行休業 事業経営その他 外国の大学
外国での

取得者数 個人が業として における その他
勤務

行う活動 修学

男性職員 ０ ０ ０ ０ ０

１ １ ０ ０ ０

女性職員 ７ ６ ０ １ ０

８ ７ ０ １ ０

計 ７ ６ ０ １ ０

９ ８ ０ １ ０

（注）１ 「配偶者同行休業取得者数」、「外国での勤務」、「事業経営その他個人が業として行う活動」、「外国の大学における修

学」及び「その他」欄の上段には令和４年度中に新たに配偶者同行休業休業を取得した者、下段には配偶者同行休業の

期間が令和３年度以前から令和４年度にかけて引き続いている者の数です。

② 配偶者同行休業の承認期間（令和４年度中に新たに配偶者同行休業を取得した職員について）

（単位：人）

配偶者同行休業承認期間

１年以下 １年超え ２年超え 合 計

２年以下 ３年以下

男性職員 ０ ０ ０ ０

女性職員 ０ ５ ２ ７

計 ０ ５ ２ ７
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(4) 修学部分休業の利用状況（令和４年度）

① 修学部分休業の取得者数（単位：人）

修学部分休業

取得者数

男性職員 ０

０

女性職員 ０

０

計 ０

０

（注）１ 「修学部分休業取得者数」の上段には令和４年度中に新たに修学部分休業取得した者、下段には修学部分休業の期間

が令和３年度以前から令和４年度にかけて引き続いている者の数です。

② 修学部分休業の１週間の取得時間（平均）（令和４年度中に新たに修学部分休業を取得した職員について）

（単位：人）

修学部分休業の１週間の取得時間（平均）

５時間以下 ５時間超え 10時間超え 15時間以下 合 計

10時間以下 15時間以下 20時間以下
男性職員 ０ ０ ０ ０ ０

女性職員 ０ ０ ０ ０ ０

計 ０ ０ ０ ０ ０

(5) 高齢者部分休業の利用状況（令和４年度）

① 高齢者部分休業の取得者数

（単位：人）

高齢者部分休業

取得者数

男性職員 ０

０

女性職員 ０

０

計 ０

０

（注）１ 「高齢者部分休業取得者数」の上段には令和４年度中に新たに高齢者部分休業取得した者、下段には高齢者部分休業

の期間が令和３年度以前から令和４年度にかけて引き続いている者の数です。

② 高齢者部分休業の１週間の取得時間（平均）（令和４年度中に新たに高齢者部分休業を取得した職員について）

（単位：人）

高齢者部分休業の１週間の取得時間（平均）

５時間以下 ５時間超え 10時間超え 15時間以下 合 計

10時間以下 15時間以下 20時間以下
男性職員 ０ ０ ０ ０ ０

女性職員 ０ ０ ０ ０ ０

計 ０ ０ ０ ０ ０
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６ 分限及び懲戒（令和４年度）

(1) 分限処分事由別分限処分者数 （単位：人）

区 分 降任 免職 休職 降給 合計

勤務実績が良くない場合
（法第２８条第１項第１号） 0 0 0 0 0
心身の故障の場合
（法第２８条第１項第２号、第２項第１号） 0 0 1,624 0 1,624
職に必要な適格性を欠く場合
（法第２８条第１項第３号） 0 0 0 0 0
職制等の改廃等により過員等を生じた場合
（法第２８条第１項第４号） 0 0 0 0 0
刑事事件に関し起訴された場合
（法第２８条第２項第２号） 0 0 1 0 1
条例に定める事由による場合
（法第２７条第２項） 0 0 0 0 0

合 計 0 0 1,625 0 1,625
法第２８条第４項により失職した者 0

（注）１ 法とは地方公務員法をいいます。

２ 対象職員は、一般職に属するすべての職員です。

３ 分限処分者数

ア 条件附採用期間中の職員及び臨時的任用職員のうち、分限処分に準ずる措置が行われたものは、便宜上

分限処分に付された者としています。

イ 令和４年度中に休職期間が更新された者を新たに休職処分に付された者とみなしています。

ウ 失職制度は広義の分限として位置付けられるものであるため、欠格条項に該当する者を分限処分に付さ

れた者とみなしています。

エ 休職処分者数は、処分件数に着目して計上したものであり、延数です。

(2) 懲戒事由別懲戒処分者数 （単位：人）

区 分 戒告 減給 停職 免職 合計

法令違反
（法第２９条第１項第１号） 5 2 3 0 10
職務上の義務違反又は怠慢
（法第２９条第１項第２号） 4 3 0 0 7
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行
（法第２９条第１項第３号） 26 26 7 8 67

合 計 35 31 10 8 84

７ 服務規律の遵守に関する取組（令和４年度）

任 命 権 者 取 組 その内容 周知方法等

全任命権者 公務員倫理 倫理条例等の周知徹底及 職員向け情報サイトを通じた情報提供
び倫理感の保持かん養等 公務員倫理研修の実施等

全任命権者 綱紀保持等 綱紀の厳正な保持の周知 通達の施行等
徹底
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８ 職員の退職管理

本庁課長級以上の職にあった職員が、退職後２年間のうちに再就職した場合には、北海道職員の退職管理に関する条

例第３条の規定により、道への届出を義務付けており、届出のあった再就職の状況については、次のとおりです。

再就職の状況（令和４年度）

再 就 職 先 知 事 部 局 教育委員会 警 察 本 部

要綱適用団体 ７ ０ ０

民 間 企 業 ２８ １ ２６

その他法人等 ３３ ３０ １６

（注）１ 要綱適用団体～ 「北海道職員の退職管理に関する取扱要綱」で定める、次のいずれかに該当する団体に

再就職した者

①基本財産、資本金等に占める道の出捐金又は出資金の割合が２５％以上

ただし、道からの補助金等がない団体にあっては、５０％以上である団体

②道の交付する補助金等の額が団体の歳出規模の５０％以上である団体

２ 民 間 企 業～ 株式会社、有限会社等の民間企業に再就職した者

３ その他法人～ 上記以外の法人、団体等へ再就職した者

９ 研修の実施状況（令和４年度）

ア 知事部局等

研修区分 任命権者 研修名等 修了者数等

自己啓発 知事部局、企業局、道立 自主研究グループ 11グループ
病院局、議会事務局、 選 通信教育 42人
挙管理委員会事務局、監

査委員事務局、人事委員

会事務局、連合会区漁業

調整委員会事務局

職場研修 知事部局、企業局、道立 公務員倫理研修 3,530回
病院局、監査委員事務局、 道政課題等研修 等

人事委員会事務局、労働

委員会事務局

職場外研修 知事部局、企業局、道立 階層別研修 3,622人
病院局、議会事務局、 選 (新採用職員研修Ⅰ 等)

挙管理委員会事務局、監 能力開発研修 1,591人
査委員事務局、人事委員 (コミュニケーション力向上研修 政策科学研修 等)

会事務局、連合会区漁業 各部研修 1,166人
調整委員会事務局、教育 (新任税務職員研修 等)

委員会（学校職員以外の 委託研修 (自治大学校 等) 38人
職員）

監査委員事務局 地方自治体監査職員事務講習会 等 7人
労働委員会事務局 中央（基礎）研修、専門研修 等 7人

イ 教育委員会

研修区分 研修名等 修了者数等

職場研修 学校職員以外の職員、学 公務員倫理研修、教育行政課題研修 等 971回
校職員

職場外研修 学校職員 基本研修 6,150人
（初任段階教員研修、中堅教諭等資質向上研修 等）

専門研修 3,435人
（生徒指導研究協議会、教科等指導研修講座 等）

課題研修 6,424人
（各教科等教育課程研究協議会 等）

派遣研修 248人
（教員長期研修派遣（大学院研修派遣） 等）

行政職員研修 769人
（新採用職員等研修、新任事務長研修 等）

学校職員以外の職員 新任指導主事研修、新任社会教育主事研修 等 70人
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ウ 警察本部

研修区分 研修名等 修了者数等

自己啓発 教育図書の推薦、紹介 全所属配布

職場研修 教養セミナー 65回
職場外研修 採用時教養研修 733人

(初任科研修 等)

各級昇任時教養研修 510人
(警部補任用科(管区担当)研修 等)

部門別任用科教養研修 200人
(生活安全任用科研修 等)

専科教養研修 1,130人
(各専門的知識・技能の修得研修)

委託教養研修 51人
(捜査員車両走行訓練委託教養（二輪） 等)

その他研修 349人
(警視昇任時研修 等)

10 福祉及び利益の保護（令和４年度）

(1) 職員の福利厚生の実施状況

任命権者 項 目 事 業 名 事 業 概 要

知事部局 職員福利厚 福利事業 各種福利厚生施設の維持管理
生・健康管
理等 職員福利厚生事務 健康・法律・退職等の相談業務やライフプランの支援等、職

員の福利厚生を促進するための事業

安全衛生管理事業 快適な職場環境を形成し、職員の健康の保持増進を図るため、
職場巡視や職場環境測定等を実施

職員健康診断事業 全職員を対象とする一般定期健康診断や特定作業従事職員を
対象とする特別健康診断等の実施

職員保健指導事業 職員の健康管理及び心とからだの健康づくりを目的とする健
康相談、健康教育、保健指導等の実施

職員公宅 職員公宅維持管理事 職員公宅の小破修繕、長寿命化を図る大型改修工事及び法令
業 に基づく各種保守点検等並びに職員公宅の一時的な不足を補

うための民間住宅の借り上げ

共済資金住宅年賦金 地方職員共済組合が建設した職員公宅の賃借料及び購入年賦
金の支払い

教育委員会 福利厚生 公立学校教職員等退 教職員等の生涯生活設計に関する自助努力を支援することに
職準備事業 より、意欲の向上や勤務能率の増進を図る

健康管理 職員健康診断事業 事務局及び道立学校職員を対象とした定期健康診断や特定作
業従事職員を対象とする特別健康診断等を実施し、職員の健
康の保持増進を図る

職員健康管理事業 事務局及び道立学校職員を対象とした職員の健康管理充実の
ためにメンタルヘルス対策や労働安全衛生管理体制の整備等
を図る

警察本部 福利厚生 生涯生活設計事業 職員が在職中はもとより退職後においても豊かで充実した人
生を送るため、各世代におけるライフステージに応じた生涯
生活設計を確立できるよう、自己啓発等を推進

健康管理 職員健康診断事業 職員を対象とする一般定期健康診断や特定作業従事職員を対
象とする特別健康診断等の実施

職員保健指導事業 職員の健康管理及び心とからだの健康づくりを目的とする健

康相談、健康教育及び保健指導等の実施
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(2)公務災害等の状況 （単位：人）

令和３年度 令和４年度 令和３年度
区分

認定件数 認定件数 からの増減

公務災害 ６６ ７０ ＋４
知事部局等

通勤災害 ２８ ３０ ＋２

合 計 ９４ １００ ＋６

公務災害 ３８６ ３５９ ▲２７
教育委員会

通勤災害 ３６ ３６ ±０

合 計 ４２２ ３９５ ▲２７

公務災害 １２６ １５４ ＋２８
警察本部

通勤災害 １７ １０ ▲７

合 計 １４３ １６４ ＋２１



令和４年度 人事委員会の業務状況



 

職　名

委員長

委　員

委　員

 

回

10 令和4年9月13日

【協議事項】

【報告事項】

３　贈与等報告書の審査について

１　令和４年度(2022年度)北海道行政職員等採用試験（Ａ区分（第２回）及びＣ区分）の申込状況につ
いて

１　北海道職員等の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例案に係る意見について

２　北海道職員等の育児休業等に関する規則等の一部改正について

４　令和３年度(2021年度)北海道行政職員採用試験に係る採用候補者名簿の失効について

8 令和4年8月9日

【協議事項】

１　令和４年度北海道行政職員採用試験（一般行政Ａ（第１回）等）最終合格者の決定及び採用候補者
名簿の確定について

【報告事項】

１　令和４年人事院勧告・報告の概要について

9 令和4年8月23日

【協議事項】

１　不利益処分に係る審査請求の取扱いについて

２　令和４年度北海道行政職員等採用試験（Ｃ区分（経験不問枠））最終合格者の決定及び採用候補
者名簿の確定について

5 令和4年6月14日
【協議事項】

１　北海道職員等の退職手当に関する条例の一部を改正する条例案に係る意見について

6 令和4年6月16日
【協議事項】

２　令和4年度（2022年度）北海道行政職員採用試験（警察行政Ａ（第１回）等）最終合格者の決定及び
採用候補者名簿の確定について

１　令和４年度北海道行政職員採用試験（総合土木A(専門試験口述型））最終合格者の決定及び採用
候補者名簿の確定について

7 令和4年7月26日

【協議事項】

１　不利益処分に係る審査請求の取扱いについて

【報告事項】

１　令和4年度（2022年度）北海道行政職員採用試験（Ｂ区分）の申込状況について

２　令和4年職種別民間給与実態調査の実施結果について

3 令和4年5月20日
【協議事項】

１　公益的法人等への北海道職員等の派遣等に関する規則の一部改正について

２　令和３年度苦情相談の処理状況について

4 令和4年6月10日

【協議事項】

１　贈与等報告書及び株取引等報告書の審査について

【報告事項】

１　令和４年度（2022年度）北海道行政職員採用試験（技術系A区分）の申込状況について

〔人事委員会の業務状況の公表の様式〕

１　組織及び運営

(1)　委員

氏　　　　名 常勤・非常勤の別 就任年月日 任期満了年月日

鍬田　信知 非常勤 平成27年4月1日 令和5年8月28日

木下　尊氏 非常勤 平成29年4月1日 令和7年10月28日

鈴木　　光

1

2

非常勤 令和4年10月30日 令和8年10月29日

(2)　委員会開催状況

開催年月日

令和4年4月8日

令和4年4月26日

附　　議　　案　　件　　項　　目

【協議事項】

１　公平審査における審理補助員の指名について

【報告事項】

１　令和４年度（2022年度）北海道行政職員等採用試験（Ｃ区分（経験不問枠））の申込状況について

【協議事項】

１　船員等の旅費の支給に関する規則等の一部改正について

【報告事項】

１　令和４年職種別民間給与実態調査の概要について

３　令和４年度（2022年度）北海道行政職員採用試験（一般行政Ａ（第１回）等）の申込状況について
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部次長級
以上

課長級 主幹級 主査級 一般職員 その他職員 計

2 3 4 10 12 4 35

 

 

 

委員・
職員費

一般庶務
事務

採用試験等
実施事務

給与勧告
事務

公平審査等
実施事務

労働基準法
等施行事務

合　　計

291,404 9,604 22,965 1,906 1,186 624 327,689

 

20 令和5年3月3日

【協議事項】

１　勤務条件に関する措置の要求の取扱いについて

２　贈与等報告書の審査等について

21 令和5年3月23日

【協議事項】

１　組織機構改正に伴う人事委員会規則の一部改正について

２　個人情報の保護に関する法律の改正等に係る人事委員会規則等の制定等について

３　北海道行政職員及び公立小中学校事務職員採用試験合格決定基準等の一部改正について

４　公益的法人等への北海道職員等の派遣等に関する規則の一部改正について

18 令和5年1月20日
【協議事項】

１　令和３年（不）第１号事案に係る裁決について

19 令和5年2月17日

【協議事項】

１　一般職の任期付職員の採用に係る承認について（危機対策推進幹）

２　一般職の任期付職員の採用に係る承認について（デジタル化推進幹）

３　令和５年度(2023年度）北海道行政職員等採用試験実施計画について

４　北海道職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例案に係る意見について

16 令和4年12月9日

【協議事項】

１　贈与等報告書の審査について

２　令和４年度（2022年度）北海道行政職員等採用試験（一般行政Ａ（第２回）等）最終合格者の決定及
び採用候補者名簿の確定について

17 令和4年12月16日

【協議事項】

１　定年引上げ等に係る関係人事委員会規則等の一部改正等について

２　給与改定等に係る人事委員会規則等の一部改正について

３　不利益処分に係る審査請求の取扱いについて

４　第66回全国人事委員会連合会公平審査事務研修会開催協議会の設置について

14 令和4年11月18日

【協議事項】

１　令和４年度（2022年度）北海道行政職員採用試験（警察行政Ａ（第２回）等）最終合格者の決定及び
採用候補者名簿の確定について

15 令和4年11月29日

【協議事項】

１　地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案（第11条を除く。）に係る意見に
ついて
２　給与改定に伴う条例案に係る意見について

３　北海道職員等の退職手当に関する条例の一部を改正する条例案に係る意見について

12 令和4年10月27日
【協議事項】

１　令和３年第１号事案に係る判定について

13 令和4年11月8日

【協議事項】
１　令和４年度（2022年度）北海道行政職員等採用試験（Ｂ区分）最終合格者の決定及び採用候補者
名簿の確定について
【その他】

１　委員長職務代理者の指定について

11 令和4年9月27日
【協議事項】

１　令和４年職員の給与等に関する報告及び給与改定に関する勧告について

(3)　事務局

   ア　職員数                                                                        　　　　　　    （単位：人）

   イ　組織図

   ウ　令和４年度予算                                                           　　　　　　 （単位：千円）

事務局長 次　長 総務審査課長 総務審査グループ

任用課長 任用グループ

給与課長 給与グループ
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開催回数

1

2

1

1

1

1

 

警察官試験（Ｂ区分）
第２回

令和4年9月18日
令和4年

10月22日～10月23日、10月29日
 令和4年12月2日

警察官試験（Ａ区分）
第２回

令和4年9月18日
令和4年

10月22日～10月23日、10月29日
 令和4年12月2日

警察官試験（Ｂ区分）
第１回

令和4年5月8日
令和4年

6月11日～6月12日、6月18日
 令和4年7月29日

C区分（９月）
公立小中学校事務

令和4年9月25日 令和4年10月29日～10月30日 令和4年11月26日 令和4年12月13日

警察官試験（Ａ区分）
第１回

令和4年5月8日
令和4年

6月11日～6月12日、6月18日
 令和4年7月29日

C区分（９月）
一般行政・教育行政

令和4年9月25日 令和4年10月29日～10月30日

【一般行政】
令和4年

11月26日～11月27日
【教育行政】

令和4年11月26日

令和4年12月13日

C区分（９月）
技術系

令和4年9月25日 令和4年11月5日～11月６日  令和4年12月13日

B区分（９月）
技術系

令和4年9月25日 令和4年10月21日～10月24日 令和4年11月9日

B区分（９月）
公立小中学校事務

令和4年9月25日 令和4年10月24日 令和4年11月9日

B区分（９月）
一般行政・教育行政

令和4年9月25日

【一般行政】
令和4年

  10月19日～10月20日、
10月23日～10月26日

【教育行政】
令和4年10月19日、10月24日

令和4年11月9日

B区分（９月）
警察行政

令和4年9月25日 令和4年10月24日～10月25日 令和4年11月9日

A区分（９月）
技術系

令和4年9月25日 令和4年10月27日～10月28日  令和4年11月22日

A区分（９月）
公立小中学校事務

令和4年9月25日 令和4年11月9日～11月10日  令和4年12月13日

令和4年7月29日

 令和4年12月13日

A区分（９月）
警察行政

令和4年9月25日 令和4年10月28日  令和4年11月22日

最終合格発表日

令和4年8月12日

令和4年7月29日

令和4年6月17日

令和4年8月6日 令和4年8月26日

３次試験日

２　任用関係事務

(1)　競争試験の実施状況

   ア　実施日

種　　　類

A区分（９月）
一般行政・教育行政

A区分（６月）
技術系

Ｃ区分（５月）
経験不問枠

１次試験日

【一般行政】
令和4年11月12日～11月15日

【教育行政】
令和4年11月12日～11月14日

令和4年9月25日

令和4年
7月8日～7月9日、7月12日

令和4年6月19日

令和4年
6月25日～6月26日

令和4年5月15日

２次試験日

令和4年
6月4日～6月5日

令和4年5月15日

Ａ区分（５月）
一般行政・教育行政

Ａ区分（５月）
警察行政
Ａ区分（５月）
総合土木Ａ

令和4年
7月4日～7月7日

令和4年5月15日

【小論文試験】
令和4年6月19日
【個別面接】

令和4年7月13日～7月24日

令和4年5月15日

(4)　国又は他の地方公共団体との連絡活動

年　月　日

－

活動内容（会議名等）

全国人事委員会連合会総会

開催地

書面開催

書面開催

書面開催

書面開催

書面開催

書面開催

－

－

－

－

－

全国人事委員会連合会役員会

十六都道府県人事委員会協議会委員長・事務局長会議

十六都道府県人事委員会協議会事務局長会議

東北・北海道地区人事委員会協議会委員長・事務局長会議

東北・北海道地区人事委員会協議会委員・事務局長合同会議
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採用予定数 申込者数 受験者数 受験率
第1次合格

者数
最終合格者

数
競争倍率

(倍)

170 927 838 90% 626 313 2.7  

40 150 135 90% 91 60 2.3  

29 63 61 97% 52 43 1.4  

27 266 229 86% 110 26 8.8

133 205 167 81% 139 99 1.7

50 361 264 73% 173 62 4.3

2 18 15 83% 11 5 3.0

36 54 43 80% 34 16 2.7

26 89 72 81% 46 21 3.4

120 604 465 77% 418 289 1.6

19 64 46 72% 46 36 1.3

63 197 151 77% 133 99 1.5

6 24 22 92% 21 8 2.8

35 399 322 81% 148 43 7.5

54 91 88 97% 77 42 2.1

9 92 81 88% 36 10 8.1

150 754 541 72% 397 190 2.8

50 468 186 40% 127 39 4.8

50 1028 692 67% 363 156 4.4

150 1359 781 57% 598 246 3.2

 

 

0  

0  

0

14 8 3 2 27

8 3 2 27

 

 

0  

0  

0

0 0 0 0 0

　

A区分（９月）
警察行政
A区分（９月）
技術系
A区分（９月）
公立小中学校事務
B区分（９月）
一般行政・教育行政

(2)　採用選考の実施状況                                               　　　　　　　 （単位：人）

   イ　競争試験の実施状況                            　　　　　　　　　　　                        　            （単位：人・％）

A区分（９月）
一般行政・教育行政

A区分（６月）
技術系

C区分（５月）
経験不問枠

Ａ区分（５月）
総合土木Ａ

A区分（５月）
警察行政

A区分（５月）
一般行政・教育行政

種　　　類

警察官試験（Ｂ区分）
第２回

B区分（９月）
警察行政
B区分（９月）
技術系
B区分（９月）
公立小中学校事務
C区分（９月）
一般行政・教育行政
C区分（９月）
技術系
C区分（９月）
公立小中学校事務
警察官試験（Ａ区分）
第１回
警察官試験（Ａ区分）
第２回
警察官試験（Ｂ区分）
第１回

部局
職

合　　計

上記以外の職

課長及びその相当職

次長及びその相当職

部長及びその相当職

（注）職員の任用に関する権限の一部を任命権者に委任する規則に基づき、任命権者において採用選考している職を除く。

(3)　昇任選考の実施状況                                                  （単位：人）

知　　事 教育委員会 警　　察 その他 計

14

課長及びその相当職

合　　計

（注）職員の任用に関する権限の一部を任命権者に委任する規則に基づき、任命権者において昇任選考している職を除く。

部局
知　　事 教育委員会 警　　察 その他 計

職

部長及びその相当職

次長及びその相当職
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３　令和４年職員の給与等に関する報告及び勧告
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全部認容 一部認容 棄却

給　与 1 1 1 1

旅　費

勤務時間 1 1 1 1

休　暇

執務環境

厚生福利

転　任

任　用

その他

計 1 1 2 1 1 2

 

 

処分取消 処分修正 処分承認

分限処分

降　給

降　任

休　職

分限免職 1 1 1 1

懲戒処分

戒　告

減　給 1 1 1

停　職

懲戒免職

転　　　任

そ　の　他 1 1 1 1

計 1 3 4 1 1 2 2

処分者

教育委員会

 

(3)判定事案の概要

(2)裁決事案一覧表

事案番号 請求者 処　分　の　内　容 裁決年月日 裁　決

11 1

処分承認令和5年1月23日分限免職元高等学校教諭令和３年（不）第１号

(2)判定事案一覧表

判　定判定年月日

係属件数 処　理　件　数

裁　　決

要　求　者事案番号

一部棄却、一部却下令和4年10月27日高等学校事務職員令和３年（措）第１号
休憩時間の確保、電話及び来客対応体
制について職場の意見を聞くこと

(1)係属状況

４　勤務条件についての措置要求

係属件数 処　理　件　数

前年度から
の繰越

新　規
計

（Ａ）

 却下

(受理前を

含む｡)

取下げ 打切り

判　　　　定
 計

（Ｂ）

翌年度への
繰越

(A)-(B)

要　求　内　容

   ア　休憩時間の確保、電話及び来客対応体制について職場の意見を聞くこと：令和３年（措）第１号（要求者　高等学校事務職員）

     ＜事案の概要＞

・道教委及び教育局は、校長に対し、労働時間及び作業管理の厳守を指導し、「休憩時間」を事務職員が確実に取得できるよう厳重に指導すること。

５　不利益処分についての審査請求

(1)　係属状況

  区　分
翌年度への

繰越
(A)-(B)打切り取下げ

 却下

(受理前を

含む｡)

計（Ａ）新規申立て
前年度から
の繰　越

 計（Ｂ）

・道教委及び教育局は、労働関係法令及び休憩時間等の制度につき管理職員向け研修等において随時取り扱い、職員の意思にかかわらず休憩時間は
確保しなければならない旨周知徹底をはかること。

・校長は、職員の電話受電及び来客対応の体制について、職場の意見を聞く機会を持つこと。

     ＜判定の要旨＞

・要求者が休憩時間中に電話等の対応をするため事務室で過ごすよう求められている事実は確認できず、また、日常的に休憩時間を確保できない状況に
あると認めることはできないため、休憩時間の確保を求める要求については、理由がない。

・休憩時間の取扱いを管理職員向けの研修機会等を活用して周知徹底することを求めるとの要求は、勤務条件について直接かつ具体的に維持、改善を
求めるものとは認められず、また、電話受電及び来客対応の体制についての職場の意見を聞く機会を持つことを求めるとの要求は、本校に衛生委員会が
設置され、毎月１回以上、職員の健康障害の防止や健康の保持増進等に係る対策を調査審議する機会が設けられており、既に実現されている事項につ
いてされた措置要求に該当することから、当委員会として取り上げることはできない。
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区　分

事業場数

 

 

 

北海道市町村備荒資金組合 昭和37年9月1日

北海道市町村総合事務組合 昭和37年9月1日

苫小牧港管理組合 昭和40年11月1日

石狩湾新港管理組合 昭和53年11月1日

   ア　適格性欠如：令和３年（不）第１号（請求者　元高等学校教諭）

     ＜事案の概要＞

(2)特定機械等の設置及び検査状況（令和４年度末現在）

合　　計クレーンゴンドラ第一種圧力容器ボイラー区　　　分

(3)裁決事案の概要

・長期の療養若しくは休養を要する疾患または療養若しくは休養によっても治療しがたい心身の故障により、職務の遂行に支障がある疑いがあることから、
令和２年度に４回にわたり、職務遂行能力の有無を把握し、分限処分の必要性を判断するため、医師を指定して受診を命じたにもかかわらず、正当な理由
なく受診を拒否し続けている。

・請求者が、生徒からの信用を得ることができなかったばかりか、生徒の理解度に応じた計画的な教科指導を行っておらず、生徒に適正な授業を行うべき
教員としての基本的職務を遂行できなかったことは明らか。

・請求者は、平成29年度以降、長期にわたり他者とのコミュニケーションが取れず、上司等に対して反抗的態度を繰り返すなどの状況が見られ、時間割作

成などの業務を適切に実施することができず職務能力を著しく欠いており、また、平成30年度から実施している研修に真摯に取り組む姿勢を見せず、教壇
に復帰する意思が極めて希薄であり、勤務実績不良の状態が継続している。

     ＜裁決の要旨＞

６　労働基準監督機関としての職権の行使

(1)対象事業場

261016

計官公署労基法別表第1第12号

・請求者は、教育公務員として通常有すべき社会性や協調性という基本的な素養を欠き、上司や同僚教員らとのコミュニケーションを取ることができず、その
ことによって、公務運営に対し、著しい支障を生じさせてきたと認めることができる。

・繰り返し指導を行い、研修という継続的な矯正措置を講じても、請求者にそれらを受け入れ、真摯に反省し改善するという基本的な姿勢が欠如している請
求者の特性は、容易に矯正できないものと言わざるを得ない。

・請求者は、その外部に表れた行動や態度に徴表される一定期間にわたって継続している状態により、教員に必要な適格性を欠くものと認められ、さらに、
これらの特性が、根本的に他者との関わりにおいて教員としての職務の遂行に重大な支障を生じさせるものであることに照らせば、配置転換が可能な他の
職務においても著しい支障を生ずる高度な蓋然性があることもまた否定できず、教育公務員としてのみならず、その他公務員としても適格性に欠けると言わ
ざるを得ず、本件処分について、その裁量権行使を誤った違法があるものとは認められない。

803

落成検査実施数　Ｂ 8 6 14

変更検査実施数 0

前年度末設置数　Ａ 582 217 1 3

使用再開検査実施数 9 9

廃止数   Ｃ 14 12 26

今年度末設置数
　　　　Ａ＋Ｂ－Ｃ

576 211 1 3 791

７　公平委員会の事務の受託

昭和37年9月1日

受託年月日団　　体　　名

北海道市町村職員退職手当組合
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